平成23年度　第５回柏市公共下水道事業審議会会議録

１　開催日時

　　　　平成23年10月28日（金）　午後2時00分から

２　開催場所

　　　　柏市役所本庁舎５階　第５・６委員会室

３　出席者

　　　　（委員）

　　　　落合会長、森副会長、石川委員、大室委員、沢田委員、塚本委員、戸田委員

富田委員、豊田委員、古市委員、諸岡委員、結城委員

　　　　

　　　　（事務局）

　　　　石黒副市長

山田土木部長、石井土木部次長(兼)下水道整備課長

下水道整備課　市原副参事、高橋主幹、池田副主幹、田中副主幹、西牟田主事、谷本主事

下水道維持管理課　須藤課長、染谷副参事、加藤主幹、増渕主幹

（傍聴者）

　　　　　２名

４　議題

· 第４回審議会における質問事項の回答について

· 下水道料金改定の方向性について

５　議事

議事に先立ち石黒副市長より挨拶が行われた。その後、今回審議会における議題とその内容について事務局側から説明が行われた。主な説明内容は次の通り。

· 前回審議会における質問事項に対する回答

· 下水道料金改定の方向性について

６　副市長冒頭挨拶

【石黒副市長による挨拶】
　　　副市長の石黒でございます。落合会長をはじめ審議委員の皆様につきましては、
下水道運営をはじめ、市政各界にご協力賜り御礼申し上げます。今回、柏市におきましては、放射能の問題が大きな課題となっております。これにつきましては、当初は予想もしていなかった様々な場面でその影響が出て来ております。下水道にもその影響があるわけですが、先週は市内でかなり高い数値の放射線量が検出されております。これは、もはや市レベルで解決できる問題ではないということで、現在、国との連携もはかり、文科省や厚労省、環境省等の各機関とともに総力をあげて取り組んでいく次第であります。早急に原因をつきとめ、市民が安心して生活できる環境を創出していきたいと考えております。

　今後、少子高齢化を迎えるに当たり、税収は大きく落ち込む事が予想されております。そのような財政状況の中で、どのように持続可能な市政運営を行っていくのかが大きな課題になると思われます。まずは、事業の見直しを図る事に最大限努力し、その上で市民の皆様にはどのような事業を構築していくべきかといったご意見頂きながら、将来にわたり持続可能な市政運営を行っていけるよう努めて参りたいと考えております。　

このような観点から、今回は下水道料金の見直しについて皆様から様々なご意見を頂く事で、より健全な下水道運営を目指して参りたいと考えております。よろしくお願い致します。

７　質疑・応答

【前回審議会における質問事項の回答について】

　●調定額と実収入額の差額について
委　員　　平成22年度における調定額と実収入額の差額（2億7千万円）から、同年度における不能欠損額(１２００万円)を差し引くと約2億5千万円になるが、この2億5千万円は未収分として残っているという解釈でいいのか。

事務局　　５７億９７００万円の調定額に対し５５億２４００万円の実収入額があり，その差額２億７３００万円の内約１２００万円が不能欠損額となっており，不能欠損額を差し引いた約2億６０００万円が収入未済額となる。

委　員　　不能欠損額についての提示を要求したわけではなく、５％程度の未収があるのは当然であるかのような事務局側の考え方について疑問を抱いている。年度中に３億円近い未収分があるということ自体おかしいのではないか。民間企業では考えられない数字である。

副市長　　その通りであると考えている。未収分に対しては、従来、取れないものは仕方がないといった考え方が確かにあり、差し押さえ等の対応を行ってこなかったというのが実態である。今後、税収が落ち込んでいく中で、厳格な対応でもって下水道料金をはじめ市税や国民健康保険等の収納率の改善に努めていく次第である。

委　員　　資料に示されている未収額は、累積額と考えていいのか。それとも、毎年度２億円程度の未収額が生じているのか。

事務局　　お示ししている未収額は、現年分の未収額と繰越分の未収額を合計したものであるため、累積値として考えて頂きたい。

委　員　　過年度の料金収入未納分を、現年度に料金収入として納入された場合、どのような経理処理がなされるのか。

事務局　　調定額の中には、過年度繰越分の調定額と現年分の調定額の２つの調定額が含まれている。従って、過年度繰越分の料金収入については、前者の調定額に対する料金収入として計上される。

【下水道料金改定の方向性について】

●一般会計と下水道会計との関係について
委　員　　柏市第四次行政改革大綱において明記されている「特別会計に対する繰出基準外の一般会計繰出金の抑制に努める」とはどういうことか、具体的に説明して頂きたい。また、事務局側としてはどの程度の一般会計繰出金の削減率が望ましいと考えているのか。

副市長　　一般会計繰出金について簡単に整理させて頂くと、雨水と汚水のうち、雨水処理費については税金で賄われるべきものとして基準内での繰出が行われている。汚水については100％使用料で負担する事が原則となっているが、流域下水道に係わる建設事業費や不明水に係わる処理費用等についても一般会計から基準内で繰出を行っても良いという事になっている。一方、基準外繰出金とは、税金で負担する事が認められていない経費の事であり、この基準外からの繰出金を抑制するよう努めていくという事である。

　　　　　また、一般会計の削減率10％については、安定した市政運営や市の財政状況等を考慮に入れると、現時点では10％程度の削減が妥当であると判断した次第である。当然、将来的には削減率を徐々に大きくしていく予定である。

委　員　　現在、来年度の予算組みを行っているところだと思うが、下水道以外の特別会計についても同じく４年間で10％の削減を目標に予算を組んでいるのか。

副市長　　基本的には下水道以外の全ての特別会計についても、４年間で10％の削減を目標として予算を組んでいる。特に国民健康保険の特別会計については、一般会計からの繰出額が非常に大きいものとなっている。基本的には、同じルール、考え方の中で使用料の在り方について見直しを行っていく方針である。

会　長　　第４次行政改革大綱では４年間で一般会計繰出金を10％削減すると謳っているが、これを３年間で達成したいというのが事務局側の方針なのか。

事務局　　３年間で10％の削減を図りたいというのは、一つのたたき台として提案させて頂いており、最終的な取りまとめについては委員の皆様のご意見を頂戴しながら行っていきたいと考えている。

委　員　　下水道事業については受益者負担の原則があるため、赤字をどのように埋めていくのかという問題があると思われる。年間約18億円の赤字が生じているという事で、これをどのように埋めていくかという事を頭に入れながら料金体系の見直しを進めていかなければならないと思う。下水道事業についは、昭和45年に大幅な設備投資があり、今から10年後には耐用年数の50年を迎える事になる。この頃までには、ある程度の赤字幅を埋めておかなければ、また次の負担が生じてしまうのではないかといった不安もある。それらは理解できるが，しかしながら現在の経済情勢、東日本大震災による景気の低迷と増税、除染費用の問題、市内のある幼稚園では除染費用を父兄に負担してもらうというところも出ていると聞く、等を考えた場合原則論でいいのかという疑問がある。個人的には政策的な配慮も必要になってくると考える。

副市長　　先程も説明させて頂いたように、現時点では第４次行政改革大綱の方針に沿って進めていく予定ではあるが、審議委員の意見も取り入れながら柔軟な対応を取っていきたい。

委　員　　収納率の向上を図り１千3百万円の確保をするという事だが、今現在２億７千万の未納金がある中で、１千３百万円というのは５％にも満たない金額である。少々努力不足ではないかといった印象を受ける。

副市長　　収納率の実績については、繰越分が約45％、現年分が97％となっている。繰越分の収納率が低いため、確かに数字的には小さい額かもしれないが２億７千万のうち５％しかとらないという事ではない。基本的には繰越になってしまうとなかなか収入につながらないという事があるので、繰越になる前に現年度分をしっかり納めて頂く必要があると思われる。そういった取り組みを進めていきたい。

●下水道料金(案)について
委　員　　東日本大震災を受け、上下水道をはじめとするライフラインの重要性が再認識された。国民の理解が得やすいと思われる今現在、大幅な料金体系の見直しを行うべきであると考える。

事務局　　意見として受け止める。

委　員　　近隣市９市の料金体系と比較すると、柏市は大口使用者（1000m3以上）の料金単価が高く、逆に20～50 m3の使用料単価は低く抑えられているように思われる。大口使用者による減収分を一般家庭で負担するのかという議論が生じてしまうかもしれないが、1000m3以上の料金単価を下げる必要があるのではないか。

　　　　これにより、累進度の是正も図れるものと考える。

会　長　　これまで、大口の料金単価を重点的に引き上げてきたという経緯はあるのか。

事務局　　昭和56年に水量区分ごとに単価を設ける従量制へと移行したが、当時の社会経済情勢等を考慮に入れて料金単価の設定を行ってきた経緯がある。その過程で、必然的に大口使用者の料金単価が高めに推移してきたものと考えている。

副市長　　先程、累進度の話があったが、柏市における累進度の推移について説明させて頂きたい。昭和50年度～平成４年度までは累進度3.6で推移しており、平成６年度の料金改定時に5.0まで引き上げられた。平成６年度以降は大口の需要者に負担をお願いして頂くという形で料金改定を行っており、今の水準に至っている。

委　員　　近隣９市における一般会計からの繰入金額はどの程度か。

事務局　　近隣９市における繰入金の具体的な数値については把握していない。柏市の使用料回収率が71.5％である事を考えると、残りの28.5％程度を一般会計から繰入れているという計算になる。同様の考え方で計算すると、近隣９市の繰入金の割合は平均14％程度である。

委　員　　近隣９市における水道水の仕入単価に関する資料はあるのか。

事務局　　他都市の水道水の仕入単価については把握していない。柏市の水道水について説明すると、給水原価約165円/m3に対して供給単価は182円/m3であり、水道については100％の回収率となっている。

委　員　　今回料金体系の見直しを行う事で、３年間で５億円を確保するという事であるが、この５億円の中には1,000m3以上の料金単価を引き下げた場合によって生じる年間約１億円の不足分は含まれていないという認識でいいのか。

副市長　　全体の中で費用と料金収入を見た場合には３年間で５億円の確保が必要であるという事である。1,000m3以上の料金単価を引き下げた場合によって生じる不足分を、どのように形で負担を配分していくかについてご審議頂きたい。

会　長　　他に意見はないか。審議委員より頂いた意見を踏まえて事務局側は原案を作成するため、是非いろいろな意見を出して頂きたい。

委　員　　前回（平成20年度）の審議会において、節水効果を図るとういう目的で、基本料金制から二部制へ移行したという事であるが、千葉県内の他の多くの市では未だに基本料金制を採用している事を考え、柏市においても二部制の見直しを行うべきではないか。

副市長　　二部制については、前回（平成20年度）の審議会において導入を決めたばかりであるので、今回すぐに見直しを行うという事は考えていない。

委　員　　二部制を採用した事で、節水効果は確認できたか。

副市長　　節水効果については、今後検証を行っていく中で、仮に効果が認められない場合には、二部制について改めて見直しを行うという事も考えられる。

委　員　　先程、使用料回収率の話があったが、柏市とほぼ同じ二部制を採用している船橋市の回収率は92％であり、柏市と比較してかなり高いものとなっている。この原因について考察すると、20ｍ3までの料金単価は柏市の方が高いが、20ｍ3を超えてからは船橋市の方が著しく高くなっている。柏市においては、特に11～50ｍ3の区分の排水量と料金収入の占める割合が大きい事を考えると、この区分の料金単価の値上げを行う必要があると考える。また、基本料金についても他都市と比較してかなり低いと思われるので、公平性という観点からも基本料金の値上げを行う事も一つの案と考える。

委　員　　大口使用者側の意見であるが、1,000 m3の料金単価を引き下げ、その減収分を基本料金等の値上げをする事で解消させていくという改定案をお願いしたい。

委　員　　今後、使用件数の伸びが期待できる20～50 m3の料金単価の値上げを行う事も一つの案として考えられる。

委　員　　料金体系の見直しを図る前に、削減できる経費等は本当にないのか改めてみ見直して頂きたい。

副市長　　第３回審議会の際にもお示ししたが、資本費や維持管理費については年々抑制されてきているのは事実である。しかし、受益者負担のあり方については、その事業が本当に行政で担うべき事業であるのかどうかを精査し、その上でコストをいかに低く抑える事かできるのかが重要であると考えている。今後は他市の状況等も参考にしながら、民間に委託できる部分は委託する事も視野に入れ努力していきたい。

委　員　　今後、柏市がどのように持続可能な街を築いていくのかという事を考えた際に、残念ながら柏の街というのは大企業が多く進出してくるような街ではないが、まだまだ魅力ある街であると考えている。特に最近では、若い世代の人々が多く流入してきている事を考えると、先程委員さんの発言にもあったように、50 m3までの水量区分を細分化してみる等、この区分の検討をもう少し行ってもらいたい。

委　員　　料金の引き上げ率を３％にするという事だが、現在の経済情勢から判断するとやや高いように思われるため、据え置きも一つの案として考えてもいいのではないか。また、水道事業は年間１０億円の黒字となっており，水道料金引下げと抱き合わせての料金改定を検討してもよいのではないか。また、財政負担の問題を言うならば水道事業会計は多額の余剰金を抱えており、８０億円余りが有価証券での運用が行われているのであり、これらの資金の利用も考えられる。

各水量区分の見直しのなかで、一部単なる数字合わせのような部分も見受けられるため、数字の根拠となっている基本方針、考え方をきちんと示して頂きたい。

事務局　　今のご意見を踏まえ、根拠を明確に整理して次回お示ししたい。

委　員　　使用水量によらず使用者全員が平等に負担するという意味で、基本料金のみの値上げを行って頂きたい。

委　員　　今回、全体の改訂率を３％にするという事であるが、前回（平成23年度）の改定率が４％である事を考え、今回の改訂率は３～４％の間にするという案はどうか。これによって生じた増収分を大口の料金単価の削減に当てるのが望ましいと思われる。

委　員　　前回の改定時には、旧柏市と旧沼南町の料金格差の是正を図るため、旧沼南町のみ料金の値上げを行っている。それにより、全体の改定率が４％になったという事である。つまり、旧柏市の値上げは行っていない。
委　員　　下水道料金と水道料金の水量区分は同じなのか。

事務局　　100 m3までは同じ水量区分となっている。

委　員　　改定案の料金表記は税込みなのか。

事務局　　消費税込みの表記となっている。小数点以下が切り下げとなると減収にもつながるため可能な限り整数化しわかりやすい数値にしたいという事務局側の方針である。

委　員　　四捨五入とするのがよいのではないか。

事務局　　次回その辺も踏まえて整理したい。
委　員　　料金体系の現状維持についても案として入れてもらいたい。

会　長　　事務局側は、本審議会で頂いた意見をうまく汲み取り、今後の柏市の方向性も踏まえながら原案を次回提出して頂きたい。
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